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要旨 中国元(CYN)の 切下げは,ASEAN4(タ イ,マ レーシア,イ ン ドネシアおよびフィ

リピン)に 投資を行 ってきた我が国企業への影響が大 き く,生 産拠点をASEAN4か ら中国

に移転するとい う結果 をもたらしている。 しか しなが ら,ASEAN4か ら完全撤退 し中国 に

投資を一本化する企業 は少 な く,ASEAN4と 中国の生産拠点を相互に補完す る関係に位置

づ けている企業が多い。今後中国元の切 り上 げが必至 となると考え られるが,中 国元の切 り

上 げはASEAN4に 対 して経済的 には追い風 となるで あろ うし,ASEAN4に 進 出 している

日本企業 にも同様 に追 い風 となると考える。

Abstract The impact of the depreciation of Chinese Yuan (CYN) to US Dollar 

largely affected on Japanese companies which invested in ASEAN4 countries and it 

has pushed Japanese companies to move their main production sites from ASEAN4 

to China. However, there are a few companies that withdrew from ASEAN4 coun-

tries completely. Many Japanese companies still have production sites in both 

ASEAN4 countries and China, and they flexibly control their factories in ASEAN4 

and China. It will be inevitable for CYN to be appreciated. At the result of the ap-

preciation of CYN, it becomes a fair wind to ASEAN4 countries and Japanese com-

panies investing in ASEAN4.
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1.は じ め に

1980年 代 後 半 か ら1990年 代前 半 まで の10年 間,ア セ ア ン諸 国,特 にASEAN4と 呼 ばれ

る タイ,マ レー シア,イ ン ドネ シア,フ ィ リピ ンの4力 国 グル ー プ(以 下ASEAN4と 称

す)は 外 国 か らの活 発 な投 資 と好調 な輸 出を背 景 に 『東 ア ジアの奇 跡』 と言 わ れ る持 続 的

高度 成長 に よ り,「 世界 の工 場 」 と しての地 位 を確 立 す る に至 った(1)。しか し,1994年1月

に 中国が人 民 元 の米 ドル に対 す る大 幅な切 下 げ を実施 す る と,そ れ まで順 調 に拡 大 して い

たASEAN4へ の海外 か らの資 金流 入 に大 きな変 化 が生 じた(2)。

そ して1997年 に タイ を震源 地 とす るア ジア経 済 危機 が発 生 し,東 ア ジア,東 南 ア ジア諸

国の通 貨 レー トが暴 落 し,経 済 及 び金 融秩 序 に大 打撃 を与 え た。 さ らに この経 済 危機 はイ

ン ドネ シア の政治 情 勢 の混乱 を も招 いた。 また この影 響 は,都 市銀 行 を は じめ とす る金 融

セ クタ ー の みな らず,ASEAN4で 現 地 製 造 を行 って いた我 が国 の 製造 業 や商 社 に対 して

も,急 速 な資 金 シ ョー トを もた ら した。 一方 人 民 元(CYN)を 切 り下 げた 中 国 に お いて

は,政 府 に よ る強 権 的 な通貨 管 理 によ り犬 きな被 害 を受 け る ことな く,輸 出産 業 を中心 と

して順 調 に経 済 発展 を成 し遂 げ て い った,と い わ れて い る。

1980年 代 中庸 か らの 中 国の対 外 的 な経済 対 策 を考 え る と,第2次 大戦 後 日本 の とって き

た経 済 対 策 と 同 じ道 筋 を歩 ん で き た と思 わ れ る。 第2次 大 戦 後,日 本 の 円 は1米 ドル=

360円 とい う固定 レー トで再 ス ター トした。 この水準 は対外 的 に非 常 に低 い レー トで あ る。

明治 時代 に1米 ドル ニ1円 で始 ま った交換 レー トは,第2次 大 戦直 前 に1米 ドル=2円40

銭 まで下 落 したが,敗 戦 によ り円の価 値 は さ ら に暴 落 し,1米 ドル=360円 にま で下 が っ

た。 この通 貨 下 落 に よ り日本 は輸 出を伸 ば し,速 やか に経済 復 興 す る こ とが 出来 た と考 え

られ て い る(3)。国 際的 な貿 易 ・投 資 にお ける競争 優 位 とい う観 点 か ら考 え る と,価 格 優 位

を保 つ た め の も っ と も効 率 の よ い政 策 は,自 国 の 通 貨 を 国 際 的 な基 準 通 貨 に対 して 為 替

(1)WorldBank(1993)に よると,当 時のASEAN4諸 国への日本を含む欧米諸国よ りの直接投

資金額の多さと,欧 米への輸出の多 さにより「世界の工場」と初めて称 された。 しか しKrugman

(1994)に よ り,こ のことは幻想であると,論 破 された。

(2)1994年 初の中国人民元切下げがASEAN諸 国等の国際競争力に大きな影響 を与えた との主張

がある。 しか し,IMF(「 世界経済見通 し」1997年12月)は,1994年 の中国人民元の公定 レー ト

と市場 レー トの一本化 は表面的には肯定 レー トの50パ ーセ ン トの切下げを意味 し,1995年 央～

1997年 央 にかけての円の減価 にも匹敵する大幅な下落であるが,ユ993年 終 りよ り既 に外為取引の

80パ ーセン トが市場 レー トで行われていたと推計 されている。そ うであれば実質的な切下 げ率 は

10パ ーセ ン ト未満であること,ま た,貿 易構造か ら考えて もASEAN4,韓 国,シ ンガポール,

台湾 の国際競争力への中国人民元切下 げの影響は 日本 円減価の影響よ りも遥かに小 さいと考えて

いる。
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アセアン諸国に対する中国元切 り下げの影響(勝 田)

レー トを下 げることにあることは,リ カー ドの時代 より変わ っていない④。

中国は,1985年 よ り6度 にわた り人民元 を切 り下 げてきてい る。 と りわ け1994年1月 に

行 った人民元 の対米 ドル レー トの切 り下げ幅は大 き く,米 ドルに対 して実質為替 レー トを

33パ ーセ ントも切 り下 げた もの とな っている。 この切 り下 げの結果,中 国の輸 出は対前年

比30パ ーセ ン トを越え る大幅な増加 とな った。 この影響 はASEAN4に 対 して計 り知れな

い規模 とな って現 れている。

一方 次 節以 降 で検 証 す るが,中 国の み な らず,現 在 に お いて も過去 の投資 に よ り

ASEAN4が 優先 的な投資先 とな っている企業 な らびに商品の販売先 としてASEAN4が

重要拠点であると考 え る日本企業 は多 く,ASEAN4に おける生産拠 点を放棄 した企業 は

少 ない。本稿 において は,我 が国の企業が1960年 代 よ り進 出 し,多 大な設備投資を行 った

ASEAN4諸 国における,① 中国元切 り下げの影響 をア ジア経済危機の前後で考察 し,② そ

の後のASEAN4諸 国の経済回復 の状況 および ③中国元切 り下 げ後の 日本企業の対応 に

ついて検証す ることが本稿 の主題であ る。

2.ア ジ ア 経 済 危 機 前 後 の 状 況

中国は,1978年 にそれまでの社会主義体制を大 き く変化 させ,改 革 ・開放政策 に転換 し

た。その結果 は周知 の通 り,工 業生産並 びに直接投資の受 け皿 と して世界 にその力を見つ

け,世 界中の資金が中国 になだれ込んでいるかのごとく活況 を呈 している。

赤間 ・御船 ・野呂(2002)に よれば,現 在 日本 にとって中国は米 国についで2番 目の貿

易相手国であ り,対 中直接投資が 日本の産業構造な どに大 きな影響 を及ぼ している(5)。

中国は,図1の ごとく1980年 代か ら為替制度改革を通 じて,国 内居住者 と非居住者 との

二重 レー トを統一 した1994年 までの間 に対米 ドルで約80パ ーセ ン トもの大 幅な人民元の切

り下 げをおこなった。特 に1994年1月 においては,そ れ までの レー トを33パ ーセ ン トも切

り下 げるとい う大幅な切 り下 げを行 っている。 その後 は米 ドルにペ グす るよ うな形で推移

しているが,変 動相場制を導入 し常に通貨 レー トが乱高下 している日本 円やASEAN4の

(3)蝋 山(1989)に よれば,「戦後インフレの克服はいわゆるドッジ ・ライン(昭 和二十四年,デ
トロイ トの銀行家ジョゼフ・ドッジの勧告により断行された,財 政均衡化と単一為替レート ←一

ドル=三 百六十円)設 定を主内容とする政策体系)を 待たなければならなかった。かくして,金

融は,戦 後の復興から高度成長の促進へと,欧 米に追いつき追い越す装置として機能することに
なった。」と考えられている。

(4)小 泉信三訳(1952)の リカー ドの基本的な考えをまとめたものである。
(5)『 日本経済新聞』(朝刊)2004年1月17日 によれば,2003年 度において日本の貿易取引額は,輸

出ならびに輸入においても中国が米国を抜き貿易相手国の第1位 になっている。
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第53巻 第1・2号

図1対 ドルレー ト 中国元(CYN)及 び日本円(JPY)の 推移

通貨 に比較 し,安 定 的に外資 の導入す なわち直接投資の誘導 を とる政策 を続 けて いる。

2005年7月 に中国政府 は突然 中国元の切 り上 げを発表 したが,切 り上 げ幅はわずか2%で

あ り,そ の後通貨 レー トにつ いては変動相場制への移行を米国やEUか ら迫 られたが,一

気 に変動相場制へ移行す ることは国内産業 に対す る影響が強 いため,通 貨バスケ ッ ト方式

によ り徐 々に元 を切 り上げる と発表 した。 しか しなが ら図1の ごと く2005年 末 において も

切 り上げ幅はわずかであ り,米 国を中心 とす る対 中貿易の大幅な赤字 国か らよ り一層の中

国元の切 り上げを要求 されるのが必至の情勢 となってきた。

中国元の大幅な切 り下げを行 った1994年 か ら輸 出額 ・輸入額が共 に急速 に増加 し始 め,

2000年 以降においては,そ れまでの先行投資が実 を結び始 め,工 場 の建設 が順調に行われ,

より一層輸 出が増加 している。 また設備投資 においては,日 本の工業製 品が非常 に多 く使

われて いるため,日 本か らの輸入が増加 している。 また 日本貿易会(2005)に よれば,2004

年 の中国の貿易額は1.15兆 ドル とな り,日 本を上回 り,米 国,ド イツに続き世界第3位 と

な った。その結果2005年 末 において も中国のASEAN4に 対する圧倒的な競争優位 は続い

てお り,「世界 の工場」 の名 はASEAN4か ら完全 に中国 に移 った感 がある。Asahi.com

(2006)に よると2005年 の中国の貿易黒字額は1,018億8,000万 ドルに達 したと報 じている。

図2に2004年 までの中国の対外貿易額の推移を示 しているが,元 切 り下 げ後に急速に貿易

額 が増加 してきていることが読み取れ る。

また国内総生産(GDP)で 中国 とASEAN4の 状況 をみてみ ると,中 国の躍進 と,ア ジ
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アセアン諸国に対する中国元切 り下げの影響(勝 田)

ア経済危機 の影響 を受 けたASEAN4と の差 は明確 に現れている。1997年11月 にタイか ら

始 まった,い わゆ るア ジア経済危機 か らASEAN4が 抜 け出せたの は2003年 頃か らであ

り,約6年 の低迷時期 を経験 している。

一一方中国は中国元の切 り下 げ後
,急 激な景気高揚期 に入 ってお り,そ の勢 いは止 ま らな

い。2005年12月 に発表 された,2004年 の中国のGDPは,2兆 ドル弱 と発表 されているが,

実数値は2兆 ドルを超 えて いるともいわれている。 さらに2005年 も中国の発展 は続 いてお

り,4位 のイギ リスを も抜 いているのではないか と観測 されている。 アジアか らは,日 本,

中国が高い位置を占めているが,近 年経済好調を続 けている,イ ン ドも10位 にラ ンクイン

してお り,今 後の注 目国で ある。中国の2000年 以降の急速な経済発展状況 は,1960年 代の

日本 の状況 と非常 によ く似ている。

図2中 国の対外貿易額の推移

表1世 界 各 国 のGDP

順 位2004年

1米 国11兆7,343億 ドル

2日 本4兆6,694億 ドル

3ド イ ツ2兆7,510億 ドル

4英 国2兆1,320億 ドル

5フ ラ ン ス2兆466億 ドル

6中 国1兆9,316億 ドル

7イ タ リ ア1兆6,777億 ドル

8ス ペ イ ン1兆404億 ドル

9カ ナ ダ9,916億 ドル

10イ ン ド6,853億 ドル

注:1.IMF統 計 を 基 に 作 成

2.年 間 の 平 均 為 替 レー トで 換 算

出所:日 経 新 聞2005年12月20日 夕 刊
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図3中 国およびアセアン4のGDPの 推移

図4ア セアンと中国の経済格差(2004年 名 目GDP)

表2自 動 車 販 売 台 数 の 推 移

(販 売 台 数)

1996年1997年1998年1999年2000年2001年2002年2003年2004年

イ ン ドネ シ ア332,035386,69158,30393,814300,963299,560317,794354,629483,068

タ イ589,126363,156144,065218,330262,189297,052409,353533,176626,026

マ レ ー シ ア363,671404,837163,851288,547343,173396,381484,954425,448487,605

フ ィ リ ピ ン162,115144,41580,42174,41483,94976,67085,58792,33688,075

ASEAN4合 計1,446,9471,299,099446,640675,105990,2741,069,6631,247,6881,405,5891,684,774

中 国1,474,9051,582,6251,627,8251,829,9502,088,6262,330,0003,248,0004,390,8065,071,061

日 本7,077,7456,725,0265,879,4255,861,2165,963,0425,906,4715,792,0935,828,1785,853,382

注:1.以 下 の 資 料 よ り作 成

出 所:日 本 自 動 車 工 業 協 会 ホ ー ム ペ ー ジhttp://www.jama.or.jp/world/world/world」t2.html

『FOURIN世 界 自 動 車 調 査 月 報 』,No.236,April2005,1～8ペ ー ジ

Two-WheelersManufacturersAssociationsofRespectiveCountriesの 各 年 号
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アセアン諸国に対する中国元切 り下げの影響(勝 田)

国内総生産(GDP)に 見 る中国とASEAN4と の経済的な格差 は圧倒 的であ り,そ の差

は年を追 う毎 に拡大 している。国の基幹産業 と認識 されている自動車産業における販売台

数を見 て も,ASEAN4は ア ジア経済危機 の影響を受け,1997年 か ら販売台数 は減少 し始

め,1998年 には50万 台を割 り込み最低 とな った。 ようや く2003年 に140万 台 に回復 し,2004

年 に170万 台近 くに増加 し,今 後の見通 しは明 るい状況 とな った。一方 中国 においては,

1996年 はASEAN4と 同 レベルで あったが,2000年 までは毎年10%程 度の増加,2001年 以

降 は驚異 的な増 産が続 き,2004年 には500万 台 まで販売台数を伸ば している。2005年 には

570万 台,2006年 には600万 台超 になると予想 されている。

しか しなが ら中国の急速な経済発展は,日 本 と同様 に負の財産である公害 を中国全土 に

もた らしてい る。現在 の中国の土壌 お よび河 川か らは,基 準値 を はるか に超え る量の水

銀,カ ドミウム,鉛,ヒ 素が検 出されるようにな り,ま た化学品工場 か ら廃液 がアムール

川 に流れ出 し,水 資源を台無 しに して しま った りしている。 このような汚染状態では,日

本 と同様,イ タイイタイ病患者やぜんそ く患者が多数 出ているのではないか と推測する。

また2004年 よ り中国経済での大問題 は,水 資源不足 と電力不足であ った。 夏期 には,猛

暑 による電力量の増加が原因でたびたび停電が起 こり,2005年 には,電 力供給 を減 じられ,

1週 間に4日 しか操業できない工場が多数 出た。 また水資源の枯渇 によ り水不足 で操業が

停止 した工場 も多数 出た。 中国政府は発電所や ダムの建設 を急 ピッチで行 っているが,現

状 に全 く追いついていない状態である。

3.中 国 元 切 り下 げ の 貿 易 お よ び 海 外 直 接 投 資 へ の 影 響

3.1世 界 の直接投資の現状

世界の直接投資の現状 は,図5の ごと く,近 年増加の一途をた どってお り,金 額べ一ス

で見た場合,1999年 に1兆 ドルに及んでい る。 その後伸び率 は減少 しているが,そ の規模

は,世 界第2位 の経済大国である日本の国家予算規模 の約1.5倍 である。

3.2発 展途上国 での投資受け入れ

発展途上 国における投資の受 け入れについて は,ジ ェ トロ(2001)に よれば図6の ごと

く世界の直接投資 が鈍化 してきている中で,東 アジアだ けは健在 であ り,2000年 の東ア ジ

アの対内直接投資額 は,1,293億 ドル と43パ ーセ ン トの増加 を記録 した。香港 の投 資が こ

の急増要因であ り,3年 ぶ りに中南米を抜 いて,発 展途上 国最大 の対内投資地域 に返 り咲
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いた。

東ア ジアにおける投資受入額の内訳 は,図7の とお りであるが,1995年 までは中国よ り

もイ ン ドネシアの対 内直接投資額 が上 回 っていたが,1996年 以 降において は,イ ン ドネシ

ア の対 内 投 資 を金 額 ベ ー ス で抜 き,ASEAN4全 体 との比 較 に お い て も1998年 よ り

ASEAN4へ の直接投資 の減少が激 しいため,中 国がASEAN4を 上回 るよ うにな った。

また中国への投資は1996年 以降400億 ドル前後で推移 していたが,2001年 以降再 び急増 し,

2004年 には500億 ドルを突破 した。 アジア経済危機 よ りASEAN4は 立 ち直 りに時間が掛

か り,国 内市場が混乱 した ことによ り完全 に中国に出遅れた感 がある。

図5世 界の直接投資額の推移(対 外投資ベース)

図6発 展途上国向け直接投資の推移(国 際収支ベース)
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一方ASEAN4に おいては
,1997年 に500億 ドルを超えていた対 内直接投資が,ア ジア経

済危機以降急速 に減少 し,200億 ドルを割 る状 態 まで減少 してい る。特 に影響 が大 きいの

が,ア ジア経済危機の影響で,政 情不安 を招いたイ ン ドネ シアであ った。 イ ン ドネシアは,

ASEAN4の 中 で最 大 の直 接投 資 の受 け入 れ国 で あ る ことか らその減 少 は,そ の まま

ASEAN4へ の直接投資 の減少 として映 っている。

3.3日 本の中国及びASEAN4へ の直接投資

日本 の対外直接投資 は,2000年 度485億8,000万 ドル とピー ク時の1999年 度の666億9,400

万 ドルか ら,27パ ーセ ン トの減少 となった。1999年 度 に計上 された日本 たば こ産業の大型

M&A案 件や米国向け電機産業の大型投資 などの反動が大 き く影響 し,大 幅な減少 となっ

た。 国別では,イ ギ リス向けが大幅に増加 し,中 国向け も増加 に転 じた ことが大 き く,一

方オ ラ ンダ,ア メ リカ向けが大 き く減少 した。2001年 度 につ いて も上期 は前年 同期比,

47.4パ ーセ ン トの減少 とな り,減 少傾向が,鮮 明に出ている。米 国向 けがさ らに大 幅に減

少 し,ヨ ーロッパ向 けも全体 として減少 して いる。下期 については,ア メ リカでのテ ロの

影響 もあり,さ らに減少方向にある。

ア ジア向け投資で は,1994年1月 に中国が人民元を30パ ーセ ン ト以上 も切 り下 げた こと

に端を発 し,切 り下げ直後か ら中国向け投資の急増が際だ っている。杉 田(2001)の ま と

めた ところによると世界 の対中投資 は1992年 頃か ら急速 に増加 をは じめ1993年 に契約額が
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図8全 世界からの中国への直接投資件数 ・金額推移

最大 とな り,実 際の実行金額 はその後順調 に増加 している。 また 日本の対 中投資の実行額

も同様 に増加 している。中国向け投資は電機を中心 として,1996年 か ら1999年 にかけて大

き く減少 したが,再 び2000年 より増加 に転 じた。2001年 よ り増加のテンポが加速 している。

ASEAN4向 けにつ いては,ア ジア経済危機 の前 までは好調 に推移 していたが,最 大 の投

資受 け入れ国のイ ン ドネ シアが大幅な減少 を記録 し,ASEAN4全 体 を押 し下 げている。

同様 に直接投資の受 け皿であ ったタイもイ ン ドネシア同様に低迷 したが,2000年 より回復

してお り,中 国の規模 には達 しないが,増 加傾 向にある。

ジェ トロ(2001)の 行 ったアンケー トによると日本企業の今後3年 間の投資先 は,中 国

を最重要投資先 としているが,ASEANに おいて も事業の継続を維持す ることも視野 に入

れている。理由について,①AFTA(ア ジア 自由貿易協定)諸 国全体 による市場拡大,②

既 に行 った投資の大きさ,③ 中国一極集 中によるリスク回避,④ 中国へ投資せずASEAN

での事業で十分 とい う理由によ り,事 業 を継続 すると した企業 は98.5パ ーセ ン トに達 し,

事業 を継続 しない と した企業 は1.5パ ーセ ン トのみであ った。 このア ンケー トの理 由と し

ては,ジ ェ トロ(2005)に よる対外直接投資の累計額 をみれば,ASEAN4に 対す る投資

額 の多 さか ら判 断できる。ASEAN4に 対す る投資 の累計額 は,依 然 として中国に対す る

投資額の2倍 に達 してお り,中 国 に進 出 した企業 もASEAN4を 捨てて中国に進 出 したの

ではない ことが うかがえる(6)。

(6)ア ンケー トでは中国進出に消極的であった企業 も2001年以降中国に多数進出しているが,
ASEAN4か ら完全撤退して中国に進出した企業は少ない。木下他(2005)に よるとASEAN4と

中国での事業活動をバランスよく行っていることがうかがえる。
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図9我 が国の対外直接投資残高(資 産)

図10日 本の東アジア向け対外直接投資(1951～2004年 度 累積金額べ一ス)

図11日 本の東アジア向け対外直接投資(1951～2004年 度 累積件数ベース)
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図12ASEANで の事業継続

3.4日 本の貿易概況

日本 の貿易概況をみてみると1998年 にアジア経済危機 の影響 を受 けて,輸 出額が1998年

に前年比8.7パ ーセ ン トの落ち込みがあ り,輸 入 に関 しても17.9パ ーセ ン トもの大幅な落ち

込 み輸 出入両方 に多大 な影響 をおよぼ し,日 本経済 に大 きな打撃 とな った。 さらに2001年

はアメ リカ経済の停滞 とテロの影響を受 け,輸 出は前年比15.7パ ーセ ン トと1998年 の落ち

込 みの倍 とな り,戦 後最大の落ち込 みを示 した。輸入に関 して は7.9パ ーセ ン トの落 ち込

みに留 ま ったが,2002年 も引き続 き減少 した。 このよ うな状況に も関わ らず,前 記 のよう

にASEAN4と の貿易額は小幅なが らのびているが,対 中貿易の急増ぶ りには,目 を見張

る ものがある。 日本 国内か ら中国への生産 シフ トは非常 に早急な ものがある。 しか し2005

年現在,中 国へ の生産 シフ トはすべての生産物 を対象 としていない。井上(2005)に 見 ら

れるように,日 本国内への製造業 のシフ トが起 こり始 めている(7)。

表3日 本の貿易概況

1995年1996年1997年1998年1999年2000年2001年2002年2003年2004年

輸 出 総 額442,937412,433422,881386,271417,442480,701405,155415,862469,862565,039

(100万 ドル)(12.0)(△6.9)(2.5)(△8.7)(8.1)(15.2)(△15.7)(2.6)(13.0)(20.3)

輸 入 総 額336,094350,654340,408279,316309,745381,xoo351,098336,832381,528454,669

(100万 ドル)(△11.6)(4.3)(△2.9)(△17.9)(10.9)(23.0)(△7.9)(△4.1)(13.3)(19.2)

注:1.カ ッ コ 内 の 数 字 は 実 質GDP成 長 率(前 年 同 期 比 増 減 率)を 示 し て い る 。

出 所:ジ ェ トロ(2003),『2002年 版 ジ ェ ト ロ 貿 易 投 資 白 書 総 論 編 』,17ペ ー ジ

ジ ェ トロ ホ ー ム ペ ー ジhttp://www.jetro.go.jp/jpn/stats/trade/exce1/gaikyo2001.xls

原 典:財 務 省 『貿 易 統 計(通 関 べ 一 ス)』,内 閣 府 『国 民 経 済 計 算 』

(7)井 上(2005)お よ び ジ ェ ト ロ 国 際 経 済 研 究 課(2005)の ア ン ケ ー ト結 果 に よ れ ば,主 要 企 業 は

製 造 の 核 と な る 部 分 の 特 許 や ノ ウ ハ ウ に 関 し て,企 業 の 根 幹 と な る 技 術 の 漏 洩 を 防 ぐた め に,国

内 に 技 術 を 集 約 し,か つ す べ て の 技 術 を 一・人 の エ ン ジ ニ ア が す べ て 分 か る 状 況 を な く す た め に,

技 術 の ブ ラ ッ ク ボ ッ ク ス 化 を 図 っ て い る 。
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図13地 域別輸出額2004年

図14地 域別輸入額2004年

4.ま と め

中国の人民元(CYN)の 米 ドル に対す る影響 について,ア ジア経済危機を通 じてみてき

たが,ASEAN4の みな らず,ASEAN4に 進 出 し投資を行 ってきた我が国企業 への影響 も

大 き く,我 が国企業 もその生産拠点をぞ くぞ くと中国に移転す るという結果を もた らして

いる。 まさに 「世界の工場」がASEAN4か ら中国に移転 した形 とな っている。 しか しな
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が ら,ASEAN4か ら完全撤退 し中国 に投資 を一本化す る企業 は少 な く,ASEAN4と 中国

の生産拠点を相互に補完す る関係 に位置づけている企業 が多い。

中国が1994年1月 に行 った人民元の切 り下 げによる影響を考 える場合,直 接投資のみで

はその影響を図れず,貿 易 も考慮す る必要があ り,ま た貿易な らびに投資を別の概念で と

らえ ることは,現 在 の国際的な取引を考え る上では非常 に無理 があ るように考え られ る。

そ こで,貿 易 と投資の両方 を含 めた新たな概念が必要 とな り,杉 田(2002)が 提 唱す る

「複合国際 ビジネス」という考 え方が必要 となる⑧。 このよ うなグローバルな捉え方を しな

ければ,も はや国際的な取引は考え られない。 中国との貿易を考え る場合,杉 田(2002)

が言 うよ うに,種 々の貿易形態が存在 し,ま た直接的な貿易 のみでな く,現 地 に生産拠点,

販売拠点 を設 けるな どの直接投資が存在 し,ま た中国か らの一方的な輸入 のみでな く,中

国に設 けた生産拠点が 日本やASEAN4か ら原料 を仕入れ,中 国で加工 し,日 本 や北米 に

輸 出す るとい う形態が多数見受 け られ るようにな ってきた。

日本企業 は,1993年 頃か ら始まる,第 二次 中国ブーム と言われ る時期に中国に もっぱ ら,

製造業 が直接投資のみな らず,そ れまで海外 とは縁 のなか った中小企業 も1万 社以上が委

託加工貿易等の種々の形態で進 出 してゆき,日 本 国内の産業の空洞化 を招いたと言われて

いる。 この傾 向は2000年 以降 さらに強 くな っている。 しか しなが ら,前 掲 のジェ トロによ

るアンケー ト結果のよ うに,そ れ以前 にASEAN4に 進 出 していた企業 にとっては,い き

な りASEAN4か ら撤退 することは難 しく,さ らに中国国内向け販売のための工場進出に

関す る投資規制等(9)によ り,中 国国内での販売 シェアは低 く,販 売 シェアの高いASEAN4

を手放す ことができない。 さらに2005年 現在,新 たな動 き として,中 国への生産 シフ トは

すべて の生産物を対象 としてお らず,国 内では高付加価値生産 とR&D(Researchand

Development:研 究開発)を 重視す る方 向にあるG①。

1997年11月 にタイか ら始 ま った アジア経済危機 により,ASEAN4の イ ン ドネシア,タ

イ,マ レーシアおよびフィリピンの4力 国は多大な経済的にマイナスの影響 を受 けた。 こ

(8)「複合国際ビジネス」という考え方は,伸 縮自在に生産や調達,販 売などの活動を展開するう
えで,企 業は自社戦略を達成するために,貿 易や海外直接投資などを含む複数のビジネス手法を

同時に応用し,全 体にわたるマネージメントを包括的に行 う国際ビジネス形態を 「複合国際ビジ

ネス」として定義 している。

(9>ジ ェトロ ホームページ 海外情報ファイルによれば,中 国は,自 国に取り戦略的に有利なテ
クノロジーの技術移転に関しては優遇措置をとっているが,テ レビ,冷 蔵庫,洗 濯機,エ アコン
といった製品に関しては中国国内投資を禁止している。

qo)ジ ェトロ国際経済研究課(2005)の アンケー ト結果は,海 外生産は今後とも拡大 してゆくが,
生産内容を明確にしてきている。汎用品の生産は海外で,高 付加価値品の生産およびR&Dは 国

内で行うと解答している企業が多い。また海外生産を行っている企業については,技 術の漏洩防
止が国内で事業拡大を図る主要因の一つとなっている,こ とを示している。
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の影 響 を脱 した と考 え られ るの は,2003年 か ら2004年 にか けて で あ り,経 済 的 に 回復す る

に い た るま で に実 に6年 の歳 月 を費 や した と考 え られ る。ASEAN4に 進 出 して いた 日本

企 業 に もア ジア経済 危 機 は多 大 な影 響 を与 え た。 日本 企業 の投資 先 と して最 重 要拠 点 と考

え られ て いた,イ ン ドネ シア を 中心 とす るASEAN4か ら中国 に,生 産 拠 点 の建 設 に関係

す る投 資 が 移動 した。 しか しな が らア ジア経済 危機 を通 じて 日本 企 業 は,大 き く対 外戦 略

を変更 す る こ と とな った。 この機 に 日本 の大企 業 は,全 世 界 を対 象 と した生 産 お よ び研 究

開発 に関す る方 針 を変 更 し,グ ローバ ル に生産 し,各 拠 点 は他 の地 域 の生 産 を補完 す る形

で構 成 で き る よ うに した。 特 に投 資 累計 額 の多 いASEAN4と 中 国 にお い て,生 産 活 動 を

補 完 で きる体制 に整 え た と考 え られ る。

今 後 中国元 の切 り上 げ が必 至 とな る と考 え られ るが⑪,元 の切 り上 げ はASEAN4に 対

して経 済 的 に は追 い風 とな る で あ ろ う し,ASEAN4に 進 出 して い る 日本企 業 に も同様 に

追 い風 とな る と考 え る。 さ らにASEAN4お よ び中国 の両 地 域 に進 出 して い る企業 に とっ

て は,そ の時 々の経 済状 況 に よ りASEAN4と 中国 の生産 拠 点 を使 い分 け る こ とが可 能 と

な るため,マ イ ナ スの影 響 は少 な い と考 え る。1997年 に始 ま った ア ジア経 済危 機 を乗 り越

え るた め にASEAN4お よ び 日本 企業 は多大 な犠牲(コ ス ト)を 払 ったが,こ の コス トは

サ ンク コス ト(SankCost:埋 没 費用)と は な らな いで あ ろ う と考 え る。
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